
≪事業の目的及び現在の取組み概要等≫

目標（誰（何）をどのよう
な状態にしたいのか）

脱炭素なまちづくりに向けて、温室効果ガス削減の取組を加速させる。

課題（どういうことをする
必要があるのか）

長崎市地球温暖化対策実行計画において設定している、「野心的数値目標」を達成させる。

≪事業の概要≫

事業の具体的内容
（対象、事業主体、事業
期間、総事業費、事業

費内訳等記載）

　家庭、中小企業への次世代自動車（電気自動車等）及び、住宅用太陽光発電設備の導入
に係る費用の一部を補助するもの。

１　対象者
　本市に住所を有する者（次世代自動車導入については国補助との併用に限る）
２　事業期間　　令和4年度～令和6年度
３　総事業費　　117,200千円
４　令和４年度当初予算　35,000千円
　（１） 次世代自動車（※１）導入補助金　　　　21,000千円（200千円×105件（※２））
　（２） 太陽光発電設備導入補助金　　　　 　    7,000千円（100千円×  70件）
　（３）蓄電池導入補助金　　　　　　　　　　　      7,000千円（100千円×　70件）

　（※１）電気自動車、プラグインハイブリッド自動車
　（※２）R4年度：25,000千円（125件）、R5年度：29,200千円（146件）

上記の問題点に対して
現在行っている事業の

有無
　有　・　無　　　※有の場合は事業概要を添付（委員会資料等）

当該新規・拡大事業を
行うにあたり、縮小・統

合・廃止する事業

　有　・　無　　　※有の場合は事業概要を添付（委員会資料等）
　新規・拡大事業を行うためには、今までやってきた取組みを検証し、成果や効果が低い事
務事業の終了も含めた「選択と集中」に努めることが不可欠です。

業務量の増減 317.75時間の増（補助内容の検討に関すること・・・77.5H、補助金交付に関すること・・・240.25H）

なにが どうなっている

だれもが 地球温暖化対策に取り組んでいる。

現状・問題点
　「ゼロカーボンシティ長崎」宣言の実現のため、市民、事業者、行政が一丸となった環境行
動への取組みが求められている。

2025年度にめざす姿
（なにが、どうなってい

る）

なにが どうなっている

だれもが 脱炭素社会の実現へ向けて着実に取り組んでいる。

個　別　施　策 D1-1 地球温暖化対策の取組みを進めます

2025年度にめざす姿
（なにが、どうなってい

る）
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　家庭、中小企業への次世代自動車（電気自動車等）及び住宅用太陽光発電設備の導入に係る費用の一部を補助す
るものである。
　温室効果ガス削減の取組みを加速し、ゼロカーボンシティ長崎の実現に寄与する事業であることから、事業の実施
は適当である。

(2) 評価会議における指摘事項

成
果

(

活
動

)

指
標

指標（単位） 補助金交付件数

年　　　度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

目　標　値

財源名称　

総　　　額 117,200 117,200

ながさきエコライフ基金

175 195 216

成果指標及び
目標値の説明

次世代自動車等、太陽光発電設備などの普及率増が温室効果ガス削減に資するため、補助金の交付件数を目標
値とした。（太陽光発電設備と蓄電池同時導入を想定のため併せて1件としてカウント）

評　価　結　果

(1)今後の事業の方向性と理由

予
算
額

地方債

市民等の参画と
協働のまちづくり

（取組みに☑をし、
その内容を記載）

市民、事業者、行政が一丸となった環境行動へ取組む。

事　業　期　間 （R4年度～R6年度　）

その他 一般財源

当　年　度 35,000 35,000 0

0

金額（千円） 国 県

単年度 単年度繰り返し 期間限定

一部不採択

所管案のとおり

企画不十分

事業規模縮小

企画不十分不採択

採択
事業のやり方改善 事業規模拡大

事業統廃合 その他

情報共有 参画 協働


